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地域社会に対する大学生の理解
－経済学部講義「地域社会と共生」を通して－
１．はじめに
　2015 年４月、日本福祉大学経済学部は
愛知県東海市に新設された校舎（東海キャ
ンパス）に移転した。それを機に、「地域
社会と共生」（１年生全員履修科目）を新
規科目として設置した。
　本科目は、東海市をフィールドとして身
近な地域社会の強みと課題を大学入学初期
に認識し、４年間の学修の基礎を構築する
とともに、将来、地域社会とどう向き合う
かを主体的に考察する力を養うことを目的
としている。科目運営にあたり、東海市を
支える諸団体や専門家など、多方面から知
識・情報をご提供頂いた。
　本稿では、2015 年４月～７月にかけて
開講した本科目（全 15 回）の実施概況を
報告するとともに、受講した学生が地域社
会と自身とのかかわりについてどのように
考察を深めたか、紹介する（１）。
２．講義の流れ
　講義（全15回）は、以下の流れで実施した。
第１～２回：スタートアップ
第３～６回：身近な地域社会の状況を知る
第７～14回：地域社会を支える主体を学ぶ
第15回：身近な地域社会の将来を議論する
（１）スタートアップ（第１～２回）
　スタートアップ（４月８日・15日）は、「地
域社会」と「共生」の意味を重点的に検討し、
学生が第３回以降の内容を理解するための
基礎的教養を得る機会とした（図１参照）。
《概要》
　「地域社会」あるいは「コミュニティ」は、
世代や職業を超えて多くの人に認識されて
いる言葉の一つである（２）。
　コミュニティに関する社会学的研究の第
一人者である R.	M.	MacIver の解説によ
ると、コミュニティとは「共同生活が営ま
れているあらゆる地域」であり、町内会の
ように小規模なものから国家、あるいはそ
れ以上の広範囲にわたる地域概念と捉える
ことができる（３）。
　今日では、インターネット等のオンライ
ンネットワーク上で構築される共同体など、
居住地の近接性を要しない集合体も多く出
現しており、これらもコミュニティと解釈
し得ると指摘される（４）。「地域社会と共生」
では、物理的な空間である地域に重点を置
いたため、「共同生活が営まれているあら
ゆる地域」を地域社会と呼ぶことにした。
　「共生」の意味に関して、総務省では「国
籍や民族などの異なる人々が、互いの文化
的な違いを認め合い、対等な関係を築こう
としながら、地域社会の構成員として共に
生きていくこと」を「多文化共生」として
図１　スタ トーアップ
「地域社会」と「共生」とは？
「地域社会」と「共生」をつなぐものは何か
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いる（５）。社会的交流の経済学的分析で知ら
れるY.	M.	Ioannides は、共生のもととな
る多様な主体間の交流が、地域経済の形成
に不可欠な要素であることを論じている（６）。
　２つの用語「地域社会」と「共生」をつ
なぐものは何か？このヒントを、NHKス
ペシャル「ヒューマン　なぜ人間になれた
のか：（第４集）そしてお金が生まれた」
（2012 年放映）を題材に模索した。
　縄文時代にみられる狩猟採集社会は、平
等分配により集団を維持したが、日々の収
穫量の少なさや不安定さから、集団は小規
模にとどまった（７）。
　個人あるいは集団ごとに、狩猟や栽培な
どをはじめ得意分野に特化した活動（分業）
を行い、収穫物を交換する「物々交換」の
社会は、交換を容易にする仲介品（鉢一杯
の麦など）の登場で促進された。交換は取
引の場を形成し、盛んに人々が交流する大
小の地域社会（都市）を形成した。
　やがて、銀貨・金貨など価値保蔵機能を
持つ「貨幣」が仲介品として流通し、個人
資産の貯蓄が容易になった（８）。貯蓄は将
来の生活の安定に寄与する一方で、競争と
格差をもたらした。
　しかし、人々は所得格差の拡大で幸福感
が下がったり（９）、同じグループ内では公
平性を重視したりする（10）傾向があること
も確認されている。
　貨幣の出現は地域社会を形成し、格差を
生むが、格差の存在は不公平に苦しむ人へ
の共感や思いやりを深め、共生の方途の模
索にもつながり得ると考えられる。
《学生の感想》
　「貨幣の存在は、現在の生活に良い
ものも悪いものももたらしたのではな
いか」、「貨幣の存在は欲望を加速させ、
格差を生む。だが、そこから共生した
い欲望も生まれると思う」、「平等だけ
では、集団から飛び出して成功するこ
とができないのではないか」など、こ
れまで何気なく使用してきた「お金」
の存在が、これからの地域社会と共生
を考える上で無視できないことを多く
の学生が感じ取ったようである。
（２）身近な地域社会の状況を知る
　　  （第３～６回）
図２　身近な地域社会の状況を知る
名鉄太田川駅付近の状況を知る
愛知県東海市のまちづくりを学ぶ
　高等学校までの教育課程で、大学生は
各々の居住する地域の歴史や文化、経済な
どに関する基礎知識を習得する機会を得て
いるが、大学入学以降、自立して活動する
地域が成長期を過ごした地域とは限らない。
　本学経済学部１年生の場合、出身高等学
校が東海市内の学生は 3.0％で、知多半島
全域に拡大しても 11.4％にとどまる。そ
れ以外の学生は、愛知県内をはじめ県外各
地から集まっているため、東海市に関する
情報に接する機会に恵まれなかった学生が
ほとんどであった。
　そこで、スタートアップで得た知識を土
台として、第３～５回にかけて東海市のま
ちづくりを学ぶ機会を設けることにした
（図２参照）。
《概要：東海市のまちづくり》
　４月 22日、東海市企画部	企画政策課の
仙敷	元氏に、「東海市のまちづくり」につ
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つくってくれるもの」ではなく、市民や企
業など、東海市にかかわるすべての主体が
現在の課題を把握し、解決に向けて取り組
むことが将来の東海市（まち）をつくる要
諦であることを学ばせて頂いた。
《学生の感想》
「通学で東海市を利用する機会が増え
るので、目指すまちの姿に近づけるよ
う、貢献したい」、「イベントへの出展
（出店）などで、まちを盛り上げたい」、
「東海市を、より多様な視点から学び
たい」、「東海市の姿に充実した地域社
会を感じた。将来、居住したい」など
の感想が寄せられた。
《概要：名鉄太田川駅付近の状況を知る》
　東海市は、市民参加型のまちづくりを目
指している。では、まちづくりの空間であ
る市内各地域はどのような状況にあるのか。
もし、学生も東海市のまちづくりに参加す
るのであれば、彼らはどのようなまちの姿
を思い描くのか。
　その基礎となる情報を得るため、東海
キャンパスに最も近く、学生の利用も多い
名鉄太田川駅東西の市街地再開発区域（図
３）を対象地域として探索（まち歩き）を
行い、主要な施設等を学生自身が直接確認
する機会を設けた（５月 13日）。
　探索に際し、大田まつり保存会前会長・
森岡厚氏、会長・清	信裕氏のご厚意により、
太田川駅東地区・大田町黒口組の山車蔵（図
４）内を拝見する機会を頂いた。太田川駅
付近の商業施設や公共施設、広場はすぐに
確認できるものの、伝統行事に関わる文化
財に触れる機会は希少である。特に、その
ような行事が身近になかった学生は伝統行
いて、第６次東海市総合計画（2014 年度
～ 2023 年度）を起点にご解説を頂いた。
　第６次総合計画では、「ひと	夢	つなぐ	
安心未来都市」が東海市の将来都市像とし
て掲げられ、目指すまちの姿が下記６分野
で示されている。
　
　（１）　健康・福祉・子育て
　（２）　人づくり・心そだて
　（３）　環境・市民生活
　（４）　産業・勤労
　（５）　都市基盤
　（６）　地域づくり・行政経営
各分野の詳細な項目は、市民が「重要」と
考え、10 年後に実現したいと願う具体的
な姿を明示している。例えば、「（１）健康・
福祉・子育て」では、
・だれもが自ら健康的な生活を心がけてい
る
・健康づくりに取り組みやすい環境が整っ
ている
などの項目が示されている。各項目のもと
になる地域課題は、将来を担う児童や生徒、
大学生、商業関係団体や農業関係団体の代
表者等へのグループインタビューなどを経
て抽出されている。そして、各課題の相対
的重要度を、市民への意識調査により把握
した上で項目化している。
　さらに、これらの達成状況を測るものさ
しとして「まちづくり指標」が項目ごとに
設定され、現状と目標値（目指そう値）を
確認することができる。これらに対して、
「市民」、「地域・団体など」、「行政」各々
の役割分担を明確にすることで、まちづく
りへの主体的な参加を促進している。
　仙敷氏の講義を通して、「まちは誰かが
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事を知る大きなきっかけとなり、伝統行事
に親しんできた学生には、自らの経験と照
らし合わせて伝統行事への理解を深めるこ
とにつながる。
　まち歩きは午前中に実施したため、夕方
以降の太田川駅付近の様子（交通量や人の
流れ、まちの雰囲気）は別途確認する必要
がある。また、建築中の公共施設の情報な
ども同様である。これらについては、別途
制作した解説映像の上映とディスカッショ
ン（５月 16日・20日）で補った。
《学生の感想》
　第３～６回の講義を経て、「自らが
太田川駅付近のまちづくりに参加する
とすれば、どのような雰囲気にしたい
か。また、どのように貢献したいか」
と学生に尋ねた。
　「太田川駅は通学時に利用するが、
駅の東側（東海キャンパスの反対側）
は探索したことがなかった」という反
応が複数あった。その影響か、「まず、
太田川駅周辺に何があるか、もっとよ
く知る必要がある」という声が非常に
多かった。
　その上で、学生が強く意識したのは
イベント広場（どんでん広場）の活用
である。「多様なイベントへの参加に
よる貢献」というコメントが多く確認
される一方で、「イベントサークルの
立ち上げ」、「老若男女が楽しめる企画
の検討と開催」など、主催側での貢献
を考える学生も複数あった。
　施設のさらなる充実を求める声も多
図３　太田川駅東西地区探索に使用した地図
（資料）東海市「太田川駅東西地区まちづくりニュー ス　おおたがわ」Vol. 36（2014年4月）掲載の地図に筆者が加筆。
図４　山車蔵（大田町黒口組）
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く聞かれた。「スポーツを心置きなく
できる場所」、「日用品以外の買い物
ができる場所」や「娯楽施設」である。
大学での講義の休憩時間に自らが利用
する目的でのコメントも少なくなかっ
たが、「好きなものがある場所であれば、
人は集まってくるはず」という意見も
寄せられた。
　「緑樹や駅前のベンチなど、落ち着
ける雰囲気の場所は維持したい」とい
うコメントも複数名から聞かれた。こ
れに関して、「知多半島の写真や風景
画などをパネル展示（回廊化）すると、
魅力を伝えられるのではないか」とい
う案を提示する学生もいた。
　その他、「金融を学び、投資の側面
から東海市に貢献したい」、「太田川駅
付近が魅力ある場所になる上で必要
なのは、そこに来るための交通の便の
さらなる向上ではないか」、「東海市芸
術劇場と東海キャンパスとのコラボ企
画を定期的に実施してはどうか」など、
興味深い意見が寄せられた。
（３）地域社会を支える主体を学ぶ
　　  （第７～ 14 回）
　第６回までで、東海市の目指すまちの姿
を踏まえ、学生自身が太田川駅付近のまち
づくりに期待することは何か、その実現に
どうかかわり得るか、具体的なイメージを
持つように促した。
　現実の「東海市のまちづくり」は一人で
できるものではなく、地域を支えるすべて
の主体が、目指すまちの姿（６分野）の実
現に向けて役割を担い、目標の実現に向か
うことが求められる。
　では、東海市はどのような主体により支
えられているのか？また、多様な思想や文
化、身体機能等を持つ人々が「共生」する
まちづくりは、東海市をはじめ各地域で追
求しているが、共生への道を各主体はどう
模索しているのか？
　第７回以降は、表１に示す８分野の方々
にテーマ別の講義をお願いし、上記２点に
関して学生が理解を深めるように促した。
日付 テーマ 講師
5/27 地域活動とふくし・マイスター
鈴木	健司氏
（経済学部准教授）
6/3 地域産業の振興
加納	浩一氏
（カゴメ株式会社
　上野工場	工場長）
6/10 くらしと安全 東海警察署　生活安全課
6/13 共生と支援 学生支援センター
6/17 地域参加とコミュニティ
加藤	龍子氏
（特定非営利法人
　「まち・ネット・みんなの
　　広場」理事長）
6/24 消費者問題
小坂	英雄氏
（契約学習
　ネットワーク）
7/1 税と地域社会
磯部	和幸氏
（東海市総務部
　税務課	主任）
7/8 医療と福祉の地域連携
阿部	吉晋氏
（東海市市民福祉部
　高齢者支援課	課長）
表１　テーマ別講義一覧
《概要：地域活動とふくし・マイスター》
　日本福祉大学では、2015 年度以降の入
学生を対象とする地域連携教育プログラム
を全学部で導入した。このプログラムは、
多様な主体間の連携により幸福を追求する
「ふくし」（11）の視点で地域の課題を理解し、
40
周囲との協働によりその解決に取り組むた
めの基礎力（知識や技能）の錬成を目的と
する。
　プログラム対象科目は「地域志向科目」
と呼ばれ、知多半島の様々な地域主体の活
動や課題等を、学内外での学びを通して見
識を広めることを目指す。「地域社会と共
生」も、この対象科目の一つである。本科
目を含む所定のプログラムを修了した学生
は、「ふくし・マイスター」として認定さ
れる。
　このプログラムの遂行にあたり、求めら
れるのは「地域を支える多様な主体とは何
か」への理解である。５月27日の講義では、
経済学部の鈴木	健司准教授（知多半島総
合研究所	地域・産業部長）より、その点
に関する説明がなされた。
　地域を構成する多様な主体を大別すれば、
「企業」、「地方公共団体」、「非営利団体」
であり、それらとかかわりを持つ「市民」
である。
　今日、企業経営にかかる諸活動は、地域
課題の解消ともつながり得ることが指摘さ
れており、「共通価値の創造（CSV）」（12）と
言われている。企業にも、地域を意識した
活動が求められつつある。
　地方公共団体や非営利団体は、これまで
も地域課題の把握と解消に取り組んできた
が、課題は多様であり、時代の変化により
対応が難しくなることもある。
　地域の課題は、個人の課題が個人レベル
で解決できないことから生じると考えられ
る。その意味において、地域課題は個人の
課題と合致し得ると考えられるだろう。
《学生の感想》
　「地域の課題は個人の課題という説
明が印象的だった」、「ふくし・マイス
ターの認定を受けられるように取り組
みたい」、「もっと早い時期に今回の内
容を聞きたかった」などの感想が述べ
られた。
《概要：地域産業の振興》
　現在、およそ 4,300 の事業所が東海市
に立地している（知多統計研究協議会編「平
成 25 年版　知多半島の統計」）。「東海市
には多数の企業がありそうだ」と意識する
学生は多いが、カゴメ株式会社の創業の地
が東海市（荒尾町西屋敷）であることを知
らなかった１年生は、この回の講義で驚い
たようである。
　企業と地域団体との協働の取り組みに関
する貴重な事例として、カゴメ株式会社上
野工場・工場長の加納	浩一氏より、同社
の健康啓発活動をご紹介頂いた（６月３日）。
　同社の企業理念の一つである「開かれた
企業」を実現するための行動規範が具現化
した諸活動の一つが、東海市との協働であ
る「トマト de 健康まちづくり協定」であ
る。「生きがいがあり健康なまち東海市」
を都市宣言の一つとする同市との取り組み
は、「毎月10日をトマトの日と定める」、「ト
マトジュースによる乾杯を奨励する」とし
た「東海市トマトで健康づくり条例」（東
海市条例第 40号、2016 年９月 30日施行）
へと進展した。
　現在では、毎月 10日の「トマト給食」や、
カゴメの社内検定をもとに東海市が作成し
た「オムライス検定」の実施など、産官学で
地域の健康を推進する活動に発展している。
　講義後、学内の生協購買部に立ち寄ると、
講義を受講していた学生がさっそくカゴメ
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商品を購入している姿が見られた。
《学生の感想》
　「企業と市との連携活動は素晴らし
いと思う。もっと広げるべき」、「講義
をお聞きして、企業活動がより身近に
感じられた」、「想像以上に多くの活動
に取り組まれ、地域の健康啓発にかか
わっておられることを知った」という
感想のほか、トマトの効能など、講義
で説明された栄養に関する知識に関心
を持つ学生も多かった。
《概要：くらしと安全》
　多様な主体が集うまちはにぎわいを創出
し、まちの魅力や価値を高める。それだけ
に、トラブルの発生を避け、地域社会の安
全に一人一人が貢献することも、まちづく
りには必要である。
　６月 10 日は、くらしと安全をテーマに、
東海警察署の方々から日常生活における
様々な防犯対策と護身術を説明して頂いた。
　対策の要点はいくつもあるが、一番危険
なのは「自分は被害に遭わない」という意
識である。好奇心から危険な場所に出向く
ことも「自分は大丈夫」という意識の表れ
だが、被害を受けるリスクを高めることになる。
《学生の感想》
　講義後、「安全な東海キャンパスラ
イフに必要なものは何か」の問いかけ
に、「自分も被害に遭うかもしれない、
という意識を持つ」という意見のほか、
「日頃から、周囲とのコミュニケーショ
ンをとるようにする」という意見が多
く寄せられた。
《概要：共生と支援》
　内閣府が 2012 年に実施した「障害者に
関する世論調査」では、障害のある人と気
軽に話したり、手助けをしたりしたことが
「ある」と回答した者は 70.0％に及ぶと報
告されている。多様な人々との共生におい
て、障害についての理解は重要である。６
月 13 日の講義では、共生と障害者支援の
あり方について、本学の学生支援センター
から説明がなされた。
　現在、不自由のない生活を送っていても、
一つの病気がその後の生活に長期的な不自
由をもたらすことは少なくない。また、次
の世代にその影響が現れる可能性も指摘さ
れる。最初に、誰もが罹りうる感染症のリ
スクと対応についての解説が行われた。
　次に、藤井克美先生（前・障害学生支援
センター長）より個々の障害の特徴が説明
された。特に視覚障害については、上級生
が自身の障害特性とそれに伴う生活行動上
の負荷等について具体的に説明し、東海
キャンパスにおける施設面での対応がどの
ようになされているかを紹介した。
　普段、まちやキャンパスで何気なくすれ
違う人々の中には、様々な心身機能を持つ
人がいる。多様性への理解と自らの生活と
のかかわりを考えることが、共生への重要
な第一歩と言えるだろう。
《学生の感想》
　「障害にも種類があり、第三者が気
づきやすい障害からそうでないものま
である。それを知ることがまず大事だ
と思った」、「障害や後遺症などは、自
分には無関係と思っていたが、危険性
を認識できた」、「自分がこのような障
害を持ったら……という視点が大切だ
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と思った」など、自分自身に引きつけ
て考える学生が多く見られた。
《概要：地域参加とコミュニティ》
　東海市のまちづくりは、すべての主体の
参加を目指している。しかしながら、市民
や企業などが認識する地域課題は多様であ
り、その深刻さも様々である。その結果、
まちづくりへの関心もばらつきが生じやす
い。
　政治学者R.	D.	Putnamは、相互信頼関係の
深さや地域活動への参加に伴う協調行動が
地域社会にもたらす便益の重要性を指摘し
たが（13）、そのような意識や行動と地方公共団
体のまちづくり施策に対する意識との間に
相関がみられると指摘する報告もある（14）。
　では、東海市のまちづくりにおけるコ
ミュニティはどのような状況にあるのか。
「特定非営利活動法人まち・ネット・みん
なの広場」理事長の加藤龍子氏よりご講義
頂いた（６月 17日）。
　東海市のまちづくりの大きな特徴のひと
つは、前述の通り「市民参加型のまちづく
り」を目指している点に求められる。一方
で、まちづくりへの住民の関心には濃淡が
みられる。コミュニティ構成員の高齢化に
伴う課題に直面する地域も多く、まちづく
りへの市民参加は一筋縄では行かない状況
である。
　一方で、既存の枠にとらわれない「新た
な」コミュニティ活動は注目に値する。た
とえば、東海市内のあるコミュニティ（大
池ぬくもりの会）では、高齢の方々の様
子を見守りに回りつつ、電球の交換など
「ちょっとした困りごと」のサポートを通し
て親密なコミュニケーションを図り、相互
信頼関係を深めている。これに関して、サ
ポートをする側とお願いする方々とを円滑
に結び付ける仲介役となったのが「サービ
ス利用料金」の設定だったことも意義深い。
　別のコミュニティ（三ツ池レモンの会）
では、「ふれあい」、「健康」、「安全」、「つ
ながり」に関する地域課題の解決に向けて、
レモンの樹の植樹や草花の栽培を計画した。
収穫したレモンの活用や植物に関する講座
の開催など、活動を深化させるうちに、地
元企業とタイアップしたスイーツ開発など
の新しい協働・共助の動きが現れ、盛り上
がりをみせている。
　共助の姿勢から各地域の課題に取り組む
のが新たなコミュニティの形であり、その
ようなコミュニティの自発的発展が市民参
加型のまちづくりを進める要点になると期
待される。
《学生の感想》
　有償ボランティア（サービス利用料
金の設定）には、好意的な意見と異議
を唱える見解とがともに多数みられた。
その一方で、「思いやり」の心が相互
信頼とコミュニティ形成の要点となる
ことには多くの学生が共感を示した。
では、思いやりの心はどうすれば形成
されるのか？これに関しては「多世代
間の話し合いが必要ではないか」、「こ
れからを支える子ども世代のための活
動をすれば、どの世代にも有意義なコ
ミュニティになるのではないか」など、
特定の世代に偏らない（学生も気兼ね
なく発言できる）雰囲気を生み出すこ
とが肝要と感じる学生が多くみられた。
《概要：消費者問題》
　「くらしと安全」では、身体や所持品に
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直接危害が及ぶのを回避するための防犯対
策に主眼が置かれたが、今日では、金銭的
なトラブルに学生が巻き込まれることも少
なくない。
　インターネットとスマートフォンが普及
した今日では、手元のスマートフォンの画
面を数回タッチするだけで商品を購入する
ことが可能である。また、クレジットカー
ドで即座に決済できる契約から契約書への
署名・捺印で成立するものまで、（特に 20
歳以上になれば）学生は様々な契約に直面
する。
　契約にかかるトラブルは、大学生から高
齢者に至るまで、どの世代にも起こりうる
問題である。契約に関する知識の取得は、
学生自身がそのようなトラブルから回避す
るのを助けるだけでなく、地域社会でとも
に協力する市民、企業などが問題に巻き込
まれるのを防止する上でも重要である。
　契約に関する知識と代表的なトラブルの
事例について、契約学習ネットワーク（代
表：小坂	英雄氏）の方々に講義をお願い
した（６月 24日）。
　大学生にとって要注意のトラブルの一つ
が、インターネット取引である。主にアダ
ルトサイト・出会い系サイトへの誘導とそ
れに伴う架空請求詐欺による被害が多発し
ている。インターネット経由での詐欺は加
害者の特定が難しいなど、被害状況の回復
にも困難が生じるため、十分な注意が必要
である。
　そのほか、契約を無条件で解除できる
「クーリングオフ」は、法律に定めのない
商品の契約には適用できないことや、「デー
ト商法」のように、対象者を誘導して高額
な契約を結ばせる方法（事例）も紹介された。
《学生の感想》
　学生の多くがインターネットを利用
しているため、「安易にサイトをクリッ
クしないよう気を付けたい」という感
想が多数あった。また、下宿等への訪
問販売や、知らない企業からの勧誘電
話などを経験した学生もあり、「対処
法やクーリングオフの知識を得ること
ができて安心した」、「関連するトラブ
ルで周囲が困っているときも、これで
手助けできる」というコメントも多数
寄せられた。
《概要：税と地域社会》
　どの地域にも、道路や役場、図書館、公
民館、体育館などが存在する。これらの施
設等は、経済学で「公共財」と呼ばれるも
のに相当し、
Ａ）すべての消費者が同時に消費でき、消
費者が増加しても各自の受ける便益は
変わらない
Ｂ）対価を支払わない消費者を排除できな
い
という２つの性質を持つ。その結果、公共
財は必要であるにもかかわらず市場では供
給されない（されにくい）ため、その設置、
運営等の費用を税金で賄うことになる。
　学生にとって、税がどのように生かされ
ているのか、身近な税はどのような種類が
あるのか、という問題は、税が適切にまち
づくりに活用されているかを理解し、地域
の公的資産を有効活用する上で重要な問題
である。
　これらの問題に関して、東海市企画部企
画政策課の芦原	伸幸氏より、重要な使途
である「まちを創り、維持するための経費」
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という観点からご説明頂いた（７月１日）。
　総務部税務課の磯部	和幸氏からは、50
種類ほどある税の中で「アルバイトを始め
たり就職したりすると関係が深まる税とし
て、特に知っておいてもらいたいもの」と
して、所得税の仕組みを詳細に解説して頂
いた。
《学生の感想》
　東海市が進める「健康づくり」や「子
育て支援」など、少子高齢化に伴う社
会構造の変化に応じた公的サポートの
提供も「にぎわいのあるまちづくり」
に対する経費として税金が投入される。
それを知った学生の中には「そのよう
な形で税が使われているのであれば、
ここ（東海市）に住みたい」とコメン
トする学生もいた。
　また、「アルバイトや奨学金を得る
ようになり、周囲から所得税の指摘を
受けるようになっていたが、ようや
くその仕組みがわかった（十分注意し
たい）」、「公務員を目指しているので、
税の目的をきちんと理解しておきた
い」という感想も寄せられた。
《概要：医療と福祉の地域連携》
　現在、厚生労働省は「地域包括ケアシス
テム」の構築とその深化を推進している。
身体機能等に困難を抱える方も、「このま
ちで暮らしたい」と思う地域で生活を営む
ために、医療機関や福祉施設をはじめ、地
域の各主体が連携してサポートを実施する
のがこのシステムの主眼である。
　では、なぜ地域包括ケアシステムが必要
とされているのか？これまでも、特定の施
設で医療や介護を施す仕組みは提供されて
きたが、それだけでは対応できない問題を
現在の日本は抱えているのか？その問題は、
何に起因するのか？
　この問題を紐解くことは容易ではないも
のの、ケアシステムの理解には極めて重要
である。７月８日の講義では、東海市市
民福祉部高齢者支援課の阿部	吉晋課長に、
ケアシステムの整備が求められる背景につ
いて包括的に解説して頂いた。
《学生の感想》
　医療施設や福祉施設のマネジメン
トに関心のある学生や、地方公共団体
への就職を意識している学生を中心に
「地域医療の問題や介護施設の問題など、
一つ一つのことは認識していたが、体
系立ててお聞きし、問題の全体像をつ
かむことができた」、「やみくもに介護
サービスの運営を行うのではなく、制
度を知り、様々な対策を立てることが
重要と感じた」などの感想が寄せられた。
（４）身近な地域社会の将来を議論する
　　  （第 15 回）
　最終回（７月 15 日）は、これまでの講
義を踏まえて「太田川駅周辺を学生の街に
するとすれば、どのような地区にしたいか」
を５～６人のグループで議論し、イメージ
を地図に示してもらった。
　50 分ほどで議論と地図の作成を行う必
要があったため、議論等が十分にできな
かったグループもあったものの、「コンセ
プトは何にするか」、「様々な地域主体とど
のようにかかわるか」など、時間内ででき
る限りのことを検討した。
　多くのグループが重視したのは「スポー
ツができる場所」や「娯楽施設」の充実で
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ある。第４～６回で、太田川駅付近に求め
る雰囲気等を検討したときの回答を踏襲し
ており、希望の強さが感じられる。また、
トマト料理を提供するレストランを地図上
に配置したグループも多く確認された。
　特徴のある報告もいくつか確認された。
あるグループは、スポーツによる地域交流
をコンセプトとし、大規模なスポーツ施設
の設置を企画した。世代間で楽しめるス
ポーツイベント開催場所を施設内に設ける
ほか、飲食店エリアでは、健康管理のでき
る自然食フードコート（レストラン）を用
意することで、地域住民も学生も、健康を
増進しながら交流できるというものである。
　また、別のグループは大規模な農園を準
備し、全世代で無農薬野菜を育てるまちを
コンセプトに掲げた。参加者が、農業経験
のある人から栽培・収穫を学ぶことでコ
ミュニケーションを図り、収穫した野菜は
どんでん広場や付近の商業施設（図３参照）
で大売出しを行う。野菜だけでなく、次期
は別の場所でも栽培できるように、種苗も
販売する。無農薬野菜だけを扱うカフェを
駅付近に設けることで、他地域の人々が訪
れるスポットにできる、などのアイデアが
地図上に記された。
　今後、ほかの地域志向科目や地域社会で
の学び・経験等を通して、より広い視野で
まちづくりを捉えることができるよう学生
に働きかける必要があると思われる。しか
しながら、大半のグループは東海市が目指
すまちの姿（６分野）のいずれかにつなが
るコンセプトを掲げていたり、テーマ別講
義（表１）で得た知識の活用を試みたりし
ていた。学外専門家の方々からご教授頂い
た結果に他ならない。
　
３．最後に
　「２（３）地域社会を支える主体を学ぶ」
で記した通り、「地域社会と共生」は地域
志向科目の一つであり、ほかの地域志向科
目への導入科目である。講義内容の中には、
経済学や地域経済論、社会保障論などの基
礎理論や制度的基礎を理解してから再考す
ることで、より深い理解が得られるものも
少なくない。学生に、そのような機会や情
報を継続的に提供することも大学教育の重
要な役割である。
　学生がどのテーマに強く関心を抱いたか、
２つずつ選択させたところ、「地域参加と
コミュニティ」を選択した学生が一番多く、
全体の 35％以上となった。
　一方で、東海市の産業全体の状況や医療
関連、介護関連の内容をもっと聞きたかっ
たという感想も見受けられた。また、第
15 回のように、学生にとって納得のゆく
議論と資料作成にはもう少し時間が必要と
考えられる場面もあった。これらのことを、
次年度以降の科目運営に生かしたい。
謝辞
　「地域社会と共生」の実施に際し、文中
に掲載の諸団体の皆様と森洋司事務局長
（東海商工会議所）、倉田宏氏（カゴメ株式
会社）に多大なお力添えを賜りました。ま
た、中野正隆氏（Ｃラボ東海・地域連携コー
ディネーター）には名鉄太田川駅付近の解
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　なお、本稿に記した各概要は筆者（科目
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担当者）の見解に基づくものであり、学生
の感想は、類似したコメントを筆者が要約
したものです。記載内容の責任はすべて筆
者に帰属します。
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